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船橋利実プロフィール

●昭和35年11月20日、北見市生まれ
●北海道立北見柏陽高等学校卒業
北海学園大学工学部土木工学科卒業
北海商科大学大学院商学研究科修士課程修了

●大学卒業後、家業の建設業に8年間従事
●北見市議会議員平成3年より 1期
●北海道議会議員平成7年より 5期連続
●衆議院議員平成24年初当選・平成29年 2期目
●財務大臣政務官令和2年9月～令和3年10月
●参議院議員令和4年7月初当選。

【現 在】
●参議院
農林水産委員会理事/予算委員会委員
地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特別委員会委員
資源エネルギー・持続可能社会に関する調査会委員

●自民党
参議院国会対策委員会副委員長
農林水産関係団体委員会副委員長
地方組織・議員総局次長

【政治信条】 世のため人のため 【特 技】 トイレ掃除 【趣 味】 散歩・自宅で筋トレ 【好 物】 ジンギスカン・甘い玉子焼き・そば
【家 族】 妻・一男二女・孫4人（男の子1人・女の子3人）

参議院議員・自由民主党北海道参議院選挙区第一支部長
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参議院予算委員会にて初質疑
3月20日(水)参議院予算委員会にて初の質疑に臨みまし
た。初めに、皆さまの生活に直結するエネルギー高騰対策
についてを質問。
▷ 船橋質疑）エネルギー価格高騰への対応として、特別高
圧契約向けの支援やLPガスを利用されている方の負担を
実際に軽減するための支援などを講じること、電力会社か
ら申請されている規制料金の改定について、4月という日
程ありきではなく、厳格かつ丁寧な査定による審査を行い、
電力料金の抑制に向けた対応を行うこと早急に対応すべ
きであり政府の対応を問う。
▷西村経済産業大臣）、特別高圧契約、それからLPガスの

西村康稔
経済産業大臣 ▶

3月22日、追加支援策が決定！！

負担軽減の検討を進めているが、特別高圧には収益の上がっている大企業ある。しかしながら、LP
ガスは零細な事業者が多い、その方々に負担を負わせる
わけにいかず、非常に苦慮しているが、岸田総理指示のも
と幅広く様々な観点から検討の詰めを行っている。

3月22日、物価・賃金・生活総合対策本部が開催。特別
高圧契約・LPガス料金の負担軽減を含めた追加支援策と
して、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金
を7000億円積み増し、地域の事情に応じた柔軟な対応を
行う（国が具体的な事例を示す）。電力会社からの来月以
降の値上げ申請は、日程ありきではなく厳格で丁寧に審査
することが明記された。 （二面につづく）
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3月の国会・北海道での活動
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物価高克服に向けた追加策

北海道モーターサイクルショウ2023 視察

農林水産委員会

鈴木俊一財務大臣へ要望活動(エネルギー政策)

支援者の仲良し親子と記念撮影

国立図書館前 桜並木

現場の声を聞く

①配合飼料等の価格高騰対策
○ 1-3月期については、10-12月期の緊急対策
を拡大する。
○ 4-6月期以降については、配合飼料価格の

高止まりによる飼料コスト急増を適切に抑制
するための新たな特例を基金制度内に創設す
る。

○低所得の子育て世帯に対して、児童１人当
たり５万円を支給する。

・児童扶養手当を受給するひとり親世帯、住民
税非課税の子育て世帯にはプッシュ型で支給。

・直近で収入が減少した世帯等についても、申
請に基づき可能な限り速やかに支給。

１.酪農や養鶏など幅広い農業者の負担軽減を図る飼料価格高騰対策

２.輸入小麦の政府売渡価格の激変緩和

○次期（本年4-9月期）の輸入小麦の政府売

渡価格について、ウクライナ情勢直後の急騰
の影響を受けた期間を除く直近６ヶ月間の買
付価格を反映した水準まで上昇幅を抑制
（13.1％⇒ 5.8％と半分以下に抑制）する激変
緩和措置を講じる。

※その他、農業水利施設の省エネルギー化
推進対策を令和５年９月まで実施する。

低所得の子育て世帯への給付金

②酪農対策
○配合飼料に加え購入粗飼料の高騰や需要の

減少等により特に収益性が悪化している酪農経
営について、引き続き消費・輸出拡大等に取り
組みつつ、購入粗飼料等のコスト上昇に対する
補塡等を行う。


